
日本の非核宣言自治体数の推移

以下のグラフで2004年、2005年に自治体数の大幅な減少が見られる。これ
は、いわゆる「平成の大合併」による自治体数の減少と合併前の市町村の宣言が
失効したことの影響である。その後、市民や自治体の努力により再び増加して
いる。

❖非核宣言自治体数と宣言率の推移❖
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前ページの出典：日本非核宣言自治体協議会
http://www.nucfreejapan.com/
アクセス日：2021年4月22日

出典 ： 日本非核宣言自治体協議会の統計をもとにピースデポが作成

宣言率＝非核宣言自治体数／全自治体数
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❖日本非核宣言自治体協議会加入自治体数の推移❖
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